
Ⅰ　基礎情報

都道府県・市名

合併期日

合併形式

住所　(旧市町村名も記載)

人口  (合併直近の国調)

面積

議員定数

関係市町村名

Ⅱ 関係市町村合併直前の状況

＊人口：平成17年3月1日現在　*高齢化比率：平成12年国調

市町村名 人口　 （人） 面積　（k㎡） 議員数　（人） 高齢化比率　(%)

京都市 1,462,752 610.22 66人（欠員3） 17.2

京北町 6,259 217.68 16人 30.5

合計 － 1,469,011 827.90 82人（欠員3） －

Ⅲ 関係市町村の財政状況

平成１６年度当初予算

地方税 （千円） 地方交付税 （千円）

京都市 655,227,000 230,917,000 91,178,000 近畿 0.66

京北町 5,044,000 617,900 2,087,000 山振，過疎，市町村圏 0.23

合計 － 660,271,000 231,534,900 93,265,000 － －

１，４７４，４７１人（平成１２年国調）

８２７．９㎡

６９人（条例定数）

京都市，京北町

記入月日：平成17年4月26日

合併市に関する調査

関係市町村

関係市町村

＊数値は合併直近の決算数値を使用。ただし、平成14年4月1日以降合併の場合、合併直近の予算を記入。

歳入合計　（千円）市町村名 指定団体等の指定状況

京都府・京都市（きょうとし）

平成17年4月1日

財政力指数

編入合併

京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町488番地
（旧京都市）



Ⅸ　合併の概要

合併協議会の期日 設置年月日： 解散年月日:

   内 容

住民発議について

市町村建設計画

  基本計画の主要項目

旧市町村庁舎の利活用
回答

2

議会の議員の定数に関する特例

議会の議員の在任に関する特例

議会の議員の報酬額

地域審議会の設置について

　内 容

地方税に関する特例

  内 容

合併特例債発行限度額 (億円)

Ⅴ  その他

月額：　９１．２万円

有・無

特になし

主要項目について、簡単な内容を含め10項目ご記入ください。(例：庁舎の位置 等)

電算システムの統合 1.新規システムの構築　2.既存システムの活用　3.相互システムの活用　4.その他　から選択

平成15年10月28日 平成17年3月31日

事業所税は合併年度及びこれに続く５年度に限り不均一課税を実施

１５２．１億円（基金を除く）

有・無

組織：会長（京都市長）
　　　副会長（京都市副市長，京北町長）
　　　委員（京北町助役，京北町収入役，議長，副議長，議員，両市町職員，
　　　　　　学識経験者）
　　　計　３２人

・ひとりひとりが支え，支えられるまちづくり
・だれもが安心してくらせるまちづくり
・ゆとりと潤いのある学習環境づくり
・魅力あふれるまちづくり
・活力あふれるまちづくり
・くらしとまちを支える基盤づくり

旧京都市役所を本庁に，旧京北町役場は区役所出張所として活用

計画の期間：平成１７年度～平成２６年度

有・無

残された課題について、箇条書きでご記入ください。

協議された事項

①合併の方式（編入合併）
②合併の期日（平成17年4月1日）
③編入する行政区（右京区）
④財産及び公の施設の取扱い（京都市へ引き継ぐ）
⑤議員の定数及び任期の取扱い（特例措置を適用しない）
⑥町名等の取扱い（旧京北町の意向を尊重し調整）
⑦行政組織の取扱い（旧京北町の区域内に出張所を設置）
⑧使用料，手数料等の取扱い（原則京都市の制度に統一する）
⑨地方税の取扱い（原則京都市の制度に統一するが，事業所税については経過措置を設け
る）
⑩消防団の取扱い（旧京北町の消防団員は，京都市の消防団員として引き継ぐ）

特になし

有・無 有の場合：           －  名

有・無 有の場合：   －  年  － ｹ月


